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展　望

単身赴任家族 の 研究 一 その 動向 と問題点

田　中　佑　子
’

REVIEW 　 OF 　 WORK −INDUCED 　 FAMILY 　 SEPARATION 　（TANSHINFUNIN ） STUDIES

Yuhko 　TANAKA

　　The 　present　paper 　revie 、ved 　the　findings　about 　the　psycho ｝ogical 　corlsequences 　of

Tanshlnfunin　on 亡rallsferees 　and 　their　familles，　and 　made 　suggestions 　for　the　future．
Tanshinfunin　is　the　re ］ocation 　of　company 　members ，　with 　their　family　left　behind、
Such　study 　began　ill　around 　1980．　Five　approaches 　were 　foしmd 　out 　ln　the　studies ；the
fami］y，　the　developmental，亡he　industria｝，　and 　the　social 　psychological　apProaches ，　and
finally　the　cross 　cultura 】apprGache ．　The　family　psychological　approach 　had　the　lead
based　on 　the　fami［y　stress 　theory 　studying 　the　effects 　of 　family　separation 　or　father／
husband　absence 　on 　family　members ’

menta ］stress 　and 　fami］ystress ，　and 　the　modera ・

tors　of　the　relationship 　between　fami】y　separation 　and 　stresses ．　This 　paper　also

reviewed 　 overseas 　stud1es 　on 　job　 related 　falnHy　 separation 　 of 　air 　force 　families　etc ．、
though 　such 　cases 　might 　be　somewhat 　different　from 亡he　Tanshinfunin 　in　Japan．　 The
most 　imp 〔，1tant 　findings　were 　that　there　were 　less　findings　compared 　with 　more 　data，
and 　studies 　with 　clear −cut 　hypothesis　mLlst 　bc　emphas ｛zed 　in　the　future．

　　Key 　 words ； Tanshinfunin、　 fanlily　 separation ，　 father！husband　 absence ，　 men 亡al

stress 、　coPhlg 　behavior．

　単身赴任 と は
“
勤労者が ， 自宅通勤 が 不可能 な地域

へ の転勤 を勤務先か ら命 ぜ られ た場合 ， 家族 を帯同せ

ず ，

一
人 で 勤務地 に 赴任 す る こ と 佃 中．198Sa ジ

’
で あ

る。そ の 発生 は最近 の こ と で は な い 。昭和 17〈1942）年

頃 に 支給 され て い た 疎 開手 当 が，現在 単身赴任者 に 支

払わ れ て い る 別居 手当 の始 ま りで ある
1

。 戦後 の 1951年

頃 の 企業 の 転勤手当規定
3
に も，別居手 当 また は単身 赴

任 手 当 の 項 目が 散．見で きる 。 既 に こ の こ ろ か ら ， 単 身

赴任は 企業 の 中 で は それ ほ ど珍 し い も の で は な か っ た

］

　DEpartnia｝t　of　Managemellt　Information，　Science 　Univer ・

　 sity 　of　Tok ｝ o，　Su 恥
’
a 　College

T
労務 行政 研究 所 　1968　主 要 93社 に お け る 諸手 当 の 攴給実 態

　 労 政 時 報 19Z7，　P　7 ．
3

労務行 政研究 所 　1951　主 要 産 業 の 現 行 賃 金 体 系 　労 政時 報．
　II49，　 p，20、：労 務行政 研究 所 　1951 　横 州 電機 に お け る rc−F．
　制 度　労政 時報，1150，p20 、な ど。

よ うだ 。

　 こ の よ うに 単身赴任 は 実態的 に は戦前か ら赴会 に 存

在 し て い た が
，

一
般 に は見え な い 現象 で あ っ た el970

年代に は，湯沢 q972），山手 〔197　D が不 在家族 の病理

の 中で 単身赴任 の 問題性 を指摘 し て い る が ， こ の 現象

が 一
般 に 知 られ ， そ の 実態や 問題性 に 関心 が 寄 せ られ ，

調査 研究が行 わ れ る よ う に な っ た の は，！980年代 に

入 っ て か らの こ とで あ る。以来 10年 ， 実態調査や 研 究

も少 しず っ 積 み 重 ね られ て き た 。

　そ こ で 本稿 で は，単身赴任者 と家族 の 意識 ・行動に

関す る調 査 ・研 究 に 限定 して ， そ の 動向を辿 り，問題

点 を 指摘 す る こ と を 目的 と す る。 こ こ で は
， デ モ グ ラ

フ ィ ッ ク な 調 査，実態調査，ア プ ロ
ー

チ別 論 文 ｛邦 文〉，

外国 の 論文 の 4 つ に 分 け て ， 概観す る 。

　単身赴任を勤労者主導の
一

時的家族分離 ・夫 （父親〕

不在に 限 定して 考える と，それ は欧米 に は殆 ど見ら れ
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な い 現 象で ある 。 し か し ， 職業上 の 理 由 で 生 じ る 夫 1父

親 ）の
一

時的不在に まで 広 げる と，そ の よ う な家族の研

究 はむ しろア メ リカ で 進ん で お り， 参考 と な る研究 も

少な くな い
。 従 っ て ， 欧 米 の 研 究 に 関 し て は ， 単身赴

任 の 定 義を広 げた 形 で 概観す る こ と と した。 こ れが ，

邦文 と海外の研究 を分 けた理 由で あ る 。

デ モ グラ フ ィ ッ クな調査

　単身赴任 の よ うな社会 現 象 の 研 究で は ，デ モ グ ラ

フ ィ ッ ク な側面の 継時的な調査 資料が 必 要 とされ る。

その よ うな調 査 は，労働 省 の 雇用 動 向調 査 と労 務行政

研究所の転勤 ・単身赴 任調査 で 実施 さ れ て い る 。 前者

は 1981年 か ら1985年 ま で の 毎年 ， そ れ 以後 は 5 年 ご と

の調査 で あ る。 こ の 調 査 は結 果 の 発表 ま で に 時間が か

か り，最近 で は調査 問隔が 5 年 と長 い こ と か ら，単身

赴任率な どの 継時 的変 動 を細 か く知 る こ と が 出来な い

と い っ た難点 があ る、、しか L ，わ が 国 の 多 く の 企業 を

調 査 対 象 と す る雇用 動 向調査 の 中 に 項 Elが 設定 さ れ て

い る た め ， 全 国平 均 に 近 い 転勤率や単身赴任率を知 る

こ と が 出来 る 。

　 労務行政研 究所 の 調査 は 1981年に 開始さ れ ，
1982年

か らは 2 年 ごと に 継続 して 実施 さ れ て お り，最近の 動

向を細か く知る こ と の で き る唯
一

の 調査 で あ る。こ れ

は転勤 と単 身赴任 に 関す る専門的な調査 で あ り ， 単身

赴任状 況 と 管理 に 関 す る 詳細な調査項目が含 ま れ て い

る 。 従っ て ， 単身赴任に関心 の 高 い 企業 だ けが 回答す

る 傾 向 に あ り，単 身赴任率 は労働省の調査 に 比 べ 高め

に 出て い る 。

　 以 ．hの 単 身赴任率や 人数 は ， 過 去 1年 間 に 学身赴任

を選択 した転勤者 の 割 合 や 総数 を 示 し た も の で ， 単身

赴任者全体の総数 で は な い 。全国 の 総 数 は総務 庁 の 「就

業構造基本調査 】で ， 1992年度 に 調 査 され て い る。公

務 員 ・民 間企業 の 単 身赴frE者総数 は 48万 人
4
で あ っ た 。

実 態 調 査

　単身赴 任家族 の 研 究 は 勤 労者 の 生活実態調査か ら始

まっ て い る （口 経 マ グ ロ ワ ヒ SV，1990 ；人 塩 ・岡 tc，19S：il　NHK 、

1984 ）。や が て ．精 神的影響，妻や 子 ど も の 身体 ・精神

面 へ の 影響 ， 家族関係や 家族内の 役割 ， 家 族 そ の も の

に 及 ぼ す影響 へ と ， 調査対象と内容 を広 げ て きた v 企

業 が 独 自に 社 内調査 し た も の ま で 含め る と ， か な りの

数 に の ぼ る で あ ろ う。

　大 きなサ ン プ ル の 調査 として ， 次 の 4 っ が 挙 げられ

る 。労働 法令協会（1985）は，単身赴任者497名 と そ の 妻

471名 を対象 と し ， 単身赴任の 理 由 ， 単身赴 任に 対 す る

感 じ方，夫婦 の 意見 の 相違 と調整，家族関係の 変化 な

ど幅広 く調査 して い る 。 調査対 象 は企業規模 3 00人 以

上 が 9 割弱，製造業が 6 割弱 ， 管理 ・専門職が 5 割弱 ，

4 代以 ヒが 8割 を占め る。

　兵庫県家庭 問題研究所 G985） は，単身赴任者 の 妻

で ， 県内に 在住 し て い る者341名 を対 象 と し，父親不在

に よ る家庭内の 役割変化 、 変化に よ る家族 関係 へ の 影

響 の 実 態 と 役割遂行 の 規定痢 を調査 ・分析 し て い る 。

夫・
父親の役割 を 「家庭 の 重要問 題や行事 の 決定」 「配

偶 者 の 相 談相手」1子 ど も の 教育 ・し つ け 」「家事の 分

担」で 捉え ， 各役割 が 単身赴任 家庭 で ど の よ うに 遂行

さ れ て い る か ，見て い る 。 子 どもの 進路 ・塾 の 決定 者 ，

配偶者 と の 相談 内容 な ど 日 常 生 活 で の 具体的行動 を 調

べ た結果 ，

一
般家庭 と の 差 は考 え られ るほ ど大 きな も

の で は な か っ た 。

　労働省が婦人 少年協会 に 委託 して 実施 さ れ た 「職業

生活が家庭生 活 に 及 ぼ す影 響
一

単身赴任 問題」 〔198S）

は
， 社会学者 に よ る 調査 で ， 単身赴任者 とそ の 妻各 約

450名を対 象 として い る。夫 の 勤務先 は企 業規 模 1000人

以 上 が 9 割弱 ， 製造業が 8 割強，管 理 ・専門職 が 8 割，

40歳以 Lが 9割 で ，単 身赴任に対す る意識や 生活的 ・

精神的 負担 な どを調査 して い る。総 じ て 年齢 の 高い 夫

婦 の 方 が 仕事優先の 転勤観を持 つ が
， 各年齢 を通 し て

仕事優先 の 転 勤観 は夫 よ り妻，家庭優先の転勤観 は妻

よ り夫 が 持 っ て い た。ま た 高 年 の 夫 は 妻 の有難 み を評

価 す る が ， 妻は夫 の 有難 み を そ れ 程評価 し な い な ど ，

夫 と妻 の 心理 の 微妙 なギ ャ ッ プ と そ の 年代 ご と の 違 い ，

妻の就業 と経済的 ・精神的負担の 関連 な ど に 興 味 あ る

指摘 を して い る。夫婦 の 年代 ご と の ギ ャ ッ プな どを見

る と ， 単身赴任家族 の状態 は必 ず し も特別 な も の で は

な く， わ が 国の勤労者夫婦 ・家族 の 平均的な 姿 の よ う

に 考 え られ る。

　 さ ら に ， 労働大臣官房 政策調査 部 （199D は単身赴任

者約500名 と帯同赴任者約460名 を比較調査 して い る。

赴任形 態 の 選択過程 や そ の 事情，夫の 職位の 変化，生

活面 へ の 影響等を扱 っ て い る が
， 当人 の 意識 や行動 に

及 ぼ す 赴任形態 の 影 響 等 に つ い て は あ ま り触 れ て い な

い 。

，
男 子有 配偶 単身 有業 者 の 中 の 雇 用 者 数 で あ る c 従 っ て 転 勤以

　 外 の 事情 で 家 族 と別 居 して い る 者 も含 まれ る。

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 − lo5 一
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ア プ ロ
ー

チ 別論文

教 育 心 理 学 研 究 第42巻 第 ユ号

　 実態調査 と研究 調査 ， 調査報告と論文 を明確 に 区別

す る こ とは困難で あ る。 こ こ で は探索的 で あ れ ， 検証

的で あ れ ，

一
定 の テ

ー
マ 〔仮 説）を巡 っ た 議論を内容 と

す る もの を研究論文の範疇に 入れ て 扱 う。単身赴 任研

究の よ う に 研 究 が未成熟な段階に ある場合 ， 論文 の 多

くが実態調査 ・報告の域を で て い ない こ とはや む を得

な い
。 ま た，単身赴任の研究に い ち 早 く着手 し た の は

社 会学者や家政学者で あ り， 心 理学者 に よ る研 究 は最

近 まで見 られ な か っ た。従 っ て ，心理学研 究上重要 な

操作的定義 と測定 ， 統制群 と い っ た研究方法上 の 問題

は ，
こ れ まで殆 ど等閑視さ れ て きた。

　比較的広 い 見地 か ら全体的 に 単身赴任 を知 る こ と の

出来 る著書 として は ， 工 藤 ・久谷 ・山田 ・
北村 ・鹿 島 ・

橋 田 ・今井 〔1984 ＞，田 中 （19911 が ある。そ の他の著書

と し て は ， ドキ ュ メ ン タ リ
ー

（読売 新聞 仕婦人 部，19S2；朝

日新聞 西 部本社社会部，1984 ；沖 藤、1986 ；岩男 ・齊 藤 ・福 富，1991）

や生活の 実用技術書が 多い 。また．田中（1991）， Tanaka

（199D ， 田中 （1992〕に は ， 単身赴任 に 関す る 文献一
覧

が 付 記 さ れ て い る。

　こ こ で は研究を，  家族心理 的 ア プ ロ ーチ，  発達

心理 的ア プ ロ
ー

チ，  産業心 理 的ア プ ロ
ー

チ ，   社会

心理 的ア プ ロ ーチ ，   異文化的 アプ ロ
ー

チ に 分 け て ，

そ の動向を 見 て い くこ と に す る。以下 に 挙げ る論文 に

は
， 心理学以外の分野 の 研究も含まれ る。

　 1． 家族心理的ア プ ロ ーチ

　家族 心理的 ア プ ロ ーチ と は ， 夫 ・妻 ・
子 ど もとい っ

た家族 成員 の 意識や行動，家族関係 ・家族 の 機能等に

及 ぼ す 影響 を 中心 と し た研究で ある 。 そ の 多 くが 家族

ス トレ ス 論 を確立 した McCubbin の 2 重 ABCX モ デ

ル を 念頭 に 置き，ス ト レ ッ サ ー
，

ス ト レ ス
， 適応 ， 対

処行動 ， 資源，認 知 な どの概念を用 い て ， 研 究を進 め

て い る。現在 まで に取 り．ヒげ ら れ た テ
ー

マ は 次 の よ う

で あ る 。

（1） 単身赴任 か ら生ず る家 族分離 ・父親 〔夫）不在 が，

家族成員 の精神状態 ・家族関係な ど に 有害 な影響を与

えたか 否か と い っ た テ ー
マ が 検 討 され て い る 。 家族 ス

トレ ス ，家族や各成 員 の 適 応 に焦点が 当て られ た。今

ま で に ，子 ど もや 妻に比べ て 夫の 負担 が 大 きい こ と ，

夫婦関係 に は肯定的 な影響 も強 い こ と な ど幾 つ か の 共

通 し た結果 が 出 て い る （本 村 ・磯 出，］Y83；大 塩，1985，岡 元．

198了a、1987b，田 中 Il9 ．S8a；神 川 ・太田
・今野 ・川 本、】9．　89．）。

　成員 や家族 関係の 悪化が 父親 （夫 ） 不 在 ・家 族 分離 に

よ っ て 生 じ て い る と結論 出来る た め に は
， 家 族分離の

な い 統制群 を 用 い て ，比較検討す る 必 要が あ る。しか

し， 統制群 を用 い た研 究例 は 少 な い 。そ の 第 1 の 理 由

は
， 単身赴任の研究が 必ず しも心理学者に よ っ て 行わ

れ て こ な か っ た こ とで あ り， 第 2 に，単身群 と同質の

統 制群 を得 る こ と が 困難だ と い う実践 上 の 理 由に よ る。

　統制群 の欠落を補 うため に前述の研究で は ， 成員や

家族 関係 の 単身赴任前後 の 変化 の 度合 （変 化水 準） を調

査対象に判断し て もらい
， その 変化の 方向 と大 きさに

よ っ て 単身赴任 の 影響 の度合 を読 み 取 っ て い る 。 し か

し こ の ような 測定法 で は，単 身赴 任後の 変化を総 て 単

身赴任に よ る影響 と仮 定す る こ と に な り，分離 に よ る

影響 ・転勤 に よ る影響 ・
子 ど もの 成長 に伴 う自然発生

的 な変化 を分離出来て い な い 。ま た，赴任期間 が 長期

に 及 ぶ 場合，赴任 前 の 記憶が 瞹 昧 に な り，変化度 を 正

確 に 測定 で きな い
。 こ こ に統制群 を用 い た比較研究が

必要 とな る。

　最 近 ， 心理学関連の 学会で家族帯同群 を統制群 と し

た研 究 が 発表 さ れ て き て い る。田 中 ・中 澤 ・中澤

q991），田 中 ・中澤 ・中澤 ・祐宗 （lf　9，　2） は母親の ス ト

レ ス 症状 ，育 児不 安 な ど へ の 影響 を，中澤 ・中澤 ・田

中 （1991）， 中澤 ・中澤 ・田 中 ・祐宗 （1992） は子 ど もの

ス トレ ス 症状 ，学校 ・家庭 へ の 適応感，達成 動機 ， 規

範意識 な ど へ の 影 響 を検討 した 。 こ こ で は 「現在 の 心

や 身体 の 状態 （絶対 水準 ）」で 測定 し ， 単身群 と帯 同群 を

比 較 して い る。 母親 の ス トレ ス は 全体的 に み て単身群

で や や 高 い が ，大 き な差で は な い こ と ， 子 ど もで は両

群 に そ れ ぞ れ 固有 の 有害 な影響が ある こ と が 明 らか に

な っ て い る。

　白石 ・祐 宗 ・田 中 ・松島 ・金子 ・白川 （1ggz ）， 白川
・

祐宗 ・田中 ・松島 ・
金子 ・白石 （／9Y2〕 も夫 ・

妻 ・子 ど

もへ の 影響 を単身群 ・帯同群で 比 較 し て い る 。

（2） ス トレ ッ サ ーと し て の 単身赴任が ， 成員 ・家族関

係 の ス ト レ ス 反 応や適応 に 与 え る 影響に は個人 差 が 認

め ら れ る。 こ の 個人差を 説明す る要因 を検討 した研究

が み られ る 。 まず，単身赴任者の 地位 ・職種 ・収入 と

い っ た職業的条件，赴任期 間 ・赴任距離 ・残 り期間 と

い っ た物理的条件 ， 家族 の ラ イ フ ス テ ージ ・妻 の就業

等 の 家族 的条件 な ど の デ モ グ ラ フ ィ ッ ク な要因 が 検討

さ れ て い る 。 地位が 低い 勤労者 ほ どス ト レ ス 反応や職

場不適応が 高 い こ と，成 員 の ス ト レ ス 反応 は 赴 任期間

に 応 じて
一
淀 の サ イ ク ル を描 く こ と， 長期間 ・遠距離

の単身赴任は妻子 の ス トレ ス 反応 を高め る こ と な どが

明 らか に な っ て い る 体 村 ・磯 田，】983；岡 元，1987a．1987b；
田 中，19B8a．1991；南 ・浦 ・稲葉．19S8）。
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（3） McCubbin の 2 重 ABCX モ デ ル で は ， 個 人 差 を

説明す る媒介要 因 とし て． ス トレ ッ サ ーな ど に 対 す る

認知 ，社会的サ ポー トや経済的 ・精神的 ・実践的資源 ，

対処行動 と い っ た 家族成員 の 統制可能 な条件を重 視し

て い る。こ れ ら の 要囚 を取 り上 げた研 究が あ る 。

　企業 ・家族 に 関す る 夫や 妻の価値観 は 各人 の ス トレ

ス 反応や個人 的適応 ， 家族適応 に有意な影響を与 え て

い た 。 ま た ， 夫 が 企業 に 高 くコ ミ ッ トして い る場 合，

妻 の ス ト レ ス 反応 は高 い が ， 妻 が 企業に 高 くコ ミ ッ ト

し て い る 場合，夫 の ス トレ ス 反応 は低 か っ た。 ス トレ

ス 反応 は ， そ の配偶者が 自分 の 家族役割 を尊重 ・支援

して くれ る価値観 を持 っ 場合 ， 低 下 して い た 体 村 ・磯

田、1983 ；稲葉 ・高橋 ・小 林 ・浦 ・高根 ・南，1986；南 他，19．　99；田

中，ユ988a，1991i 田中 ・中 澤 ・中澤，1992aJl992b）。

　対 処行動 に つ い て は ，
ス トレ ス 反応 の 原因変数と結

果変数 と い う 2 つ の 形 で 扱わ れ て い る 体 村 ・磯田 ，1983；

南他 ，1988／ 田 中他，ユ992a ）。 単身赴任者 に と っ て も留守家

族に と っ て も， 資源 ， 中で も社会 的資源 の 重要 牲が 指

摘 さ れ て い る （松 岡，／987）が ，こ れ を 正 面に据 えた実証

研究 は少 な い 。岡元 （1987a ，19S7b ） は家族や 同僚 と の コ

ミ ュ
ニ ケ ーシ ョ ン が夫婦 の ス トレ ス や 適応 に 大 き く影

響 す る と指摘 し て い る 。

（4） 単身赴任 ， 媒 介要 因 ， 家族や成員 の ス ト レ ス 反応 ・

適応の 関連全体 を把握 す る試み が 見 ら れ る 。 稲葉 q99D

は
，
McCubbin の 2重 ABcx モ デ ル を 用 い て ，家族 の

基本構造 ・妻 の 価 値観 と対処行動 を媒介要因 とし ， 単

身赴任 が 家族 や 妻 の適応 に 影響を与え る 過程 を検 討 し

た 。

　 田 中他 （1992a，199Zb），中澤他 （1992aJ992 ） は，母親

や 子 ど もの ス ト レ ス 反応 を規定 す る 心 理 的要因問 の 関

連 を分析 し て い る 。 ま た ， 田 中 ・祐宗
・松島 ・金子

・

白石 ・白Jl［（199Z） は 父母子相互 の 関係 認知 と成員 の 生

活 満足度 ・
不安感 と の 関係 を検 討 して い る 。 父 母の仲

が良 い と認 知す る 子 ど も は 父母 へ の 絆 が 強 く， 妻が 自

分 を 理 解 して い る と 認知 す る夫 は 家族 へ の 絆 が 強 い が ，

夫 の 理解度が 高 い と認 知 す る妻 は寂寥感や 不安感が 高

か っ た。

　2． 発達心理的ア プ ロ
ー

チ

　発達心理的 ア プ ロ ーチ と は ， 子 どもの 精 神的発達 に

父親の
一

時的不 在 が 及 ぼ す影響に焦点を当 て た研究 で ，

子 ど も の 年齢や 発達段 階 に 着目 し て考察 さ れ る研究 が

こ の 範 疇 に 入 る 。 従来 ， 父親不在 の 問題 は福祉学 や社

会学
・心 理 学の 領 域 の ，単親 （欠 損） 家族 研 究 の 中 で 扱

われ て きた 。 し か し単身赴任 家族 は，次 の よ う な 点 で

単親 家族 と異 な る 。 第 1 に ， 経済的役割や家事 ・育児

と い っ た 家 庭経営 の 基本的役割は，父母 に よ っ て果 た

さ れ て い る。第 2 に ，父親 は帰宅や電話で の や り取 り

を頻繁に行 うの で ， そ の 不在 度 は単親家族の よ う に決

定的で はな い 。第 3 に ，赴任 期間が 終わ れ ば父親 の 不

在 は解消する期限付 きの も の で あ る。従 っ て ， 単身赴

任家族 で 生ず る ス ト レ ス と そ の累積量 は 単親 家族 と比

べ て小 さ く ， 質的に も異 な ると考 えられ る。 こ こ に 単

身赴任家族 を単親家族 と別個に研究す る 必 要が生 ずる。

　単身赴任が子 どもの精神 的発達 に 有害な影響を及ぼ

す で あ ろ う こ と は し ば し ば指摘 され て い るが，それ を

実証 した研 究 は今 の と こ ろない 。 依田
・鈴木・清水 （1984）

は ，SD 法 を用 い て ， 子 どもの 父親像 ・母親像に対す る

父親 不在 の 影響 を検討 し て い る が ， 明確 な結果 は得 ら

れ て い な い 。

　中澤他 （1991，エ992）は前述 し た よ うに ，単身群 と帯同

群 の 比較調 査で ， 適応感 ， 達成動機 ， 規範意識 ，ス ト

レ ス ， 父親 像 ・母親像等 へ の 影 響を検討 し た が ， 2 つ

の 赴任 形態は 子 ど もに 異な る 方向 へ の 影響 を与 え て お

り，

一
方 が 他方よ り有害だ と は言 い 切 れ な か っ た。全

体 的 に み て ， 赴任形 態 よ りも子 ど もの 年齢や 性別に よ

る 影響 の 方が 大 き か っ た 。 白川他 C1992） も同様の 結 果

を 出し て い る 。帯 同赴任 の 場 合，子 ど も は新 しい 学校・

友人 や地域社会へ の 適応を要求 さ れ ， 父親不在 と は 異

な っ た種類 の ス ト レ ス源 を担 う こ と に な る か らで ある。

他方 ， 転校や転居 に よ る ス ト レ ス は時間 の経過 と共に

減少 す るが ， 父親不在に よ る ス トレ ス は， 単 身赴任 が

続 く限 り継続 し，累積す る と い っ た違 い はあ る。しか

し こ の 点に 着目した研 究 はされ て い な い
。

　 Tanaka 〔1991 ）， 田 中 （19．！2）は子 ど も に 関す る従来の

調査 ・研究 を概観 し て ， 相対的 に 研究 量 が 少 な い こ と

を指摘 して い る。理 由 として ， 調査対象と な る 子 ど も

へ の ア ク セ ス が 困難 で あ る こ と が考 えられ る。特 に 父

親不在 が強 く有害な影響 を与え る の は低学年の 小学生

や 未就学児 と考え られ る が，単 身赴 任 自体 は中学生以

Lの 子 ど もを持つ 家族 に 選択 さ れ る 傾 向 に あ り， 低 年

齢の 該 当者 の 絶対数 が 少な い
。

　 ま た こ の様 な年代 の 子 ど も に 関 し て は，実験法 ・面

接 法 ・観察法 な ど の 直接的 な方法 で データ を収集 した

い が ， 対象者 が広 い 地域 に 分散 して い る こ と も手伝 っ

て ， 直接の ア ク セ ス が 困難 で ある。従 っ て ，現在両親

か らの 間 接的な データ に依存 して い る。心理学 者 は一

般に 単身赴 任 の よ うな社会問題に対す る関心 が薄 い 上

に ， 児童 心理学者 は間接 的 な資料収集方法に 批判的で

もあ る 。
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　 3． 産業心理的 アプ ロ
ー

チ

　 単身赴任者 の 勤労者 と し て の 側面 に 着目 した 研 究 が

見 ら れ る。産業心理 的ア プ ロ ーチ の 中心 テ ー
マ は，職

業生活に関連 し た意識 と行動 に 単身赴 任 が どの ように

影 響 し て い る か
，

と い う点に あ る 。 今井 G9鋤 は，日

本 生産性本部の 調査結果 （19Sl．198・1）を基 に ， 勤労者の

メ ン タ ル ヘ ル ス や 勤労意欲 な ど に 及 ぼ す 影響を検討 し

て い る 。 絶対水準で 測定さ れ た 単 身赴任 者 の 心身 の状

態 は ，

一
般 の 勤労者 と比較 して 健康で ， 勤労意欲 も高

い と結論 し て い る ．日本生産性本部の 新たな調 査腱 康

保険 組 合連 合会，1993 ） で も 同様 の 結果 が 確認 さ れ て い る、

た だ し こ れ ら の 調査 で は ， 統制群 ・単身群問で 年齢や

地位を コ ン トロ ール した 分析が さ れ て い な い 。

　 田 中 （1993a ，1993b ） は帯同赴任者 ・非転勤者を統制群

と し て ， 変化水準 ・絶対 水準の 2 つ の 測定水準 で，単

身赴 任者 に ス ト レ ス 調査 を行 っ た。単身赴任者 は転 勤

前 と比 べ る と あ ら ゆ る 而 で ス トレ ス 反応 の増加 は大 き

い （変 化水 痢 と感 じて い る が，「現在の ス ト レ ス 反応 の

程度 〔絶 対水   jで 測定 す る と，変化水 準 ほ ど大 き な差

は見 ら れ な か っ た。年齢 や地位 を コ ン トロ ール す る と ，

単身赴任 者 は寂 寥感が高 く， 高揚感が 欠如し て い た が，

自信喪失感 は む し ろ帯同赴任者 や非転 勤者 で 高か っ た 。

測定水準に よ っ て 差 の 出 方が 異 な る 。

　勤労意欲 に 関 し て は ， 単身赴任前 と比較 し て 大 き く

低下 して い な い 佃 中．19．　SSb｝。しか し こ の結果 は単身群

だ け を対象と し た もの で ，勤労意欲が 滅少 し た 者 よ り

変化 し な い 者や増加 し た 者が 相 対的 に 多 い こ と か ら得

ら れ た結論で あ っ た。そ の 後 の 田中 の 帯同群 ・単身群

の 比 較 調査 で は
， 勤労意欲 の 減少者が 単身群 で 有意 に

多 い 場 合 （】993a） と差が 見 ら れな い 場合 （1993b）が報告

され て い る。

　さらに 単身赴 任者を管理 職 と非管理職 と に 分 け る と ，

前者 に比 べ て後者の 心 身の 健康 や モ ラ
ー

ル は 低 く 旧

本 生 産 性 本部，19．・81．亅984；岡 ノL、19呂7b》
， 非管理 職 の 中で も，

家族同居者 に 比 べ て単身赴任者の蓄積的疲労 が 高 か っ

た 儒 機 労連 1994 ：
　aj河，19SS）。地位 に よ っ て

， 単身赴任

者の精神的負担 に 相違 が あ る こ とが 示 唆さ れ た 。

　勤労者は 生活者 で あ り，父親 ・夫 と い う家族 役割 を

重ね て 遂行す る存在で もあ る こ とか ら
， 家族 の ス 1・レ

ス
・家族の統合の 度合 い を含め て勤労意欲の 規定因 を

検討 し た 研究も見 られ る 佃 中．19S8b ）。

究 （Nakamura ，　 Aoki、　 FUjimaki，　 Fukutomi 、　 Hosoi 、　 IwaQ．

Sfiito・＆ Takahashi ，］98S，　 Aoki．　Nakamura ，　Fujimaki，　 Fu・

kutonコi、　H 。 so …、【wa 。．Sait。，＆　Takahashi 、1988 〕 で は，単身

赴任，非転勤，単 身赴任経験 の 夫婦 を対象 に
， 夫婦 コ

ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン の 比較研 究を行 っ て い る。非転 勤群

や単身赴任経験群 の 夫婦 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン と単身群

の 赴 任前の 夫婦 コ ミ ュ ニ ケ ー
シ ョ ン との 間に は ， 差 が

認め ら れ なか っ た。 こ の こ と か ら単身赴 1壬が 特殊な 夫

婦 の 間 で 選 択 さ れ た も の で は な い こ とが 判る 。 た だ し，

非転勤群 に限定す る と，夫婦 の 会話 の 少な い 者 ほ ど単

身赴任を選 択す る 傾 向 に あ っ た 。 未経験 者 に は単身赴

任 は 不仲の 夫婦に 選択さ れ る と い っ たイ メージ が ある

の か も し れ な い 。

　 田中 （1991） は単身赴任の 決定過 程 を検討 し て い る

が
， 単身赴任は夫婦間 で 比較的容 易 に 選択 さ れ ，妻よ

り 夫 の 方 が 単 身 赴 任 の 選 択 に 積極 的 だ っ た。 Na ・

kamura 　et　aL （1988）， 健康保険組合連合会 Cig93） も同

様の 報告を し て い る。

　 5， 異 文化的ア プ ロ
ー

チ

　国 際化の 進展 で 海外赴任が 多 くなる に 従 い
， 海 外単

身赴任 も増加 して き て い る。異文化体験 ・ 遠距離 に よ

る 家族 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン の困難 ， 時に は 危険 な地域

へ の 赴任 が ス トレ ッ サ ーと し て 重 な っ た家族 分離を扱

う異文化 的 ア プ ロ ーチ が 考え ら れ る。大塩 （19901 ／992 ）
，

岡元 （199D，1992 ），長濱 （1992〕 の
一
連 の 単身 ・帯同赴任

の 比較研究が 出 て きて い る 。

　そ の 他 ， 成 員 の 情緒障 害，行動障害や精神病理的問

題 ， 家族 の 解体 な どの 臨床 例を扱 っ た臨床心理 的 ア プ

ロ ーチ が 考え ら れ る が ， 研 究例 は 見 あ た ら な い
。

海外の 研究

　4． 社会心理的ア プ ロ
ー

チ

　単身赴任家族 の コ ミ ュ ニ ケ ーシ ョ ン や意 志決定過程

に 着日 し た研究が散見 で き る。国際女 性学会 の 調査研

　単身赴任 と同
一

の 現象 が 海外に 見ら れ る か ど う か は

疑問で あ る。少な く と も欧米で は ， 家族 は ユ ニ ッ トと

して 移動 して い る （Hiew ．19．・92a）た め，単 身赴任 の よ う

な家族 主導の 分離は 見 られ な い
5
。しか し こ れ を，

一
定

の 組織体 の 中 で 仕事 が 原因 で 生 じ る
一

時的あ るい は定

期的父親 （却 不在 に まで 広 げ る と，軍人 家族 と ， 通常

勤務や長 期出張 等の た め定期的 に 不在に な る企 業の 従

5

北米 で も企 業の 転 勤 は 頻 繁 に 見 られ る が．家 族 が 同伴 す る 帯

　同赴 任 が
一

鍛 的 で あ る 。 帯 同赴任が 妻子 に 及 ぼ す影 響 に 関 して

　は
，

1970年代 か ら研 究 が 蓄積 され て い る，〔Bnr］ingJ， 1990

　Enip］uyment ．　stres ；s　 i，　 nd 　ramil｝
・functiolli・i9 ，　John　Wiley　＆

　 Sor、s　Ltd．参 照 ）
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田 中 ：単 身赴任 家族 の 研 究
一

そ の 動 向 と問 題点 ユ 9

業員家族 の研究が 見 られ る。ど ち ら も研究の 対象 は妻

子 で あ っ て ， 赴任者 自身 が 対象と な っ た研究 は希 で あ

る （Tn ｝
’lor．　Morrice、〔：lark ＆ McCann 、1985，　Hiew 、19D2．a）。

　企業の従業員家族 を対象 と し た 研 究は ご く少 な い が ，

米国 の 軍人家族の研究 は海軍の 研究機 関 を中心 と し て

蓄積さ れ て い る 。 子 ど もへ の 影響 に 関し て は ， 既 に 1940

年代 に 研究が見 られ る （Bach ，1946）し，妻 に 関す る研究

も， 196  年代 に は 見 られ る よ う に な っ た。

　1． 家族に 及ぼ す心理学的影響 の 研究

　潜水艦 に乗船 し ， 通 常勤務 の た め に 定期的な 不在 を

繰 り返 す海軍 軍人 の 妻 を対 象と した研 究 （lsay．1968，

Pearlma 冂．⊥970：　Be〔kman 、　Ma ！
．
sella ＆ Finney ．1979） で ， 発

生 の 時期 や症状の 名称 は各研究で 異 な るが ，夫 の 不在

の 前後 か ら家族 と の 再統合時 に 至 る期 間 に ， 妻 に 抑鬱

状態が 生 じ て い る と指摘 され て い る。Pearlman に よ

れ ば そ れ は，Bowlby の ホ ス ピ タ リズ ム 研 究 で ，親 と の

分離の 際に 子 ど も が 見せ る 抗議 ・絶 望 ・感情剥 奪 の 症

状 に 似 て お り，そ の 患者数 は 医療 機関 の あ る地に駐屯

す る潜水艦 員 の 妻 の 9 ％ を 占め て い た と い う。Beck −

man ら に よ れ ば ， それ は夫 に 死別 し た妻 が 見 せ る悲嘆

反応 に 似 て い た 。

　夫の仕事の状況 とい う点 で は ， 企業 の従業員 を対象

と し た家族分離が単身 赴任 に 近 い 。 Morrice ＆ Taylor

（1979 ）は
，

ス コ ッ ト ラ ン ドの 北海 油 田 で 働 き定期的 に

家庭 を不在 に す る 従業 員 の 妻 〔海 ヒ妻 〕で ， 精神医学の

ク リ ニ ッ ク に 来所 し た 者 に ，共通 し た症状が現れ る こ

と を発見 して い る。 さ ら に Taylor 　et 　al ．　ll985）は，海

．ヒ妻 と ， 夫が家庭 を不在 に し な い 職場に 勤務 して い る

妻 の 精神的 ・身体的健康に 関す る 比較 調査 を し た 。 結

果的 に は ， 夫 の 不 在 中 に 海上妻の 不安が 高まる以外 ，

両群 に 差 が 見 られ な か っ た。つ ま り， 夫の不在が原因

で 妻が ス ト レ ス フ ル に な っ て い る とは い えな か っ た 。

著 者達 は
“

夫不在 は 社会問題化 し て い る が ， それは多

少誇張さ れ て い る
”

と述 べ て い る 。

　 以上 を見て い く と，家族 分離に 関 して ， 2 つ の 対 立

し た結果 が 報告 さ れ て い る。Taylor 　et　 al．　 q985 ） で

は ， 夫不在の 有害 な影響 は 殆 ど認 め られ て い な い
。

こ

の 研究 は企業の あ る 地域 の 住民 か ら不在群 と統制群を

ラ ン ダ ム サ ン プ リ ン グで 得て ， 比較検討 し て い る c

　 他方，こ れ 以外の 晒究 で は夫の 不在は 妻の 精神状態

に 有 害 な影 響 を 与 え て い る と結論 さ れ て い る が ，

Beckmann 　et　al，（王979〕 以外は ，
い ずれ も精神科の 外

来 患者 で ，統制群 を 用 い ず，臨床的研究で 得 ら れ た記

述的 デ
ー

タ で あ る。こ の 結論を不在家族全体 に
一

般化

す るに は問題 が 多 し 

　次 に 子 ど も に 与 え る 父 親 不 在 の 影響 を見 て い く。

Bach （1946）は ごっ こ 遊 びを用 い て，父親不在 は小学生

の 持 つ 父親 フ ァ ン タ ジーを質 量 とも に 貧弱 に す る こ と

を明ら か に した 。 海軍 家族 で は頻繁 な転居 と父親 の 不

在 が 繰 り返 さ れ る 。 Gabc｝wer （196。），
　 Dickerson ＆

Ai’thur （1965）は精神科 の 外来患者で ， 海軍家族 の 子 ど

もを対象 に 研究 し た e 発達 の 初 期 の 長 い 父親不在は 子

ど も， 特 に 長子 の 少年 。男 子 の
一

人 っ 子 に 攻 撃性 や 盗

み と い っ た行動上 の 問題 ， 学 業困難 ， 情緒障害な どを

引 き起 こ す こ と を示唆 し た 。 また ，
Hiew （1992b）の 中

学生 を対 象 とした研 究で，父親の 不 在は 子 どもの 非行

に 直接の 影響 を与 え る が ， 学校不 適応 に は 影響 を与 え

て い なか っ た。他方両親の 養育態 度は 非行 に も学校不

適応に も影響 を与 え て い た 。 以 fzの 研 究で は ，　Dicker・

son ＆ Arthur （】965） 以 外は統制 群 を用 い て い る 。

　概ね海外の 論文 で は，父親不在 は 子 ど もに 有害な影

響 を与 え て い る と読み取 れ る。父親 の 不在が 子 ど も に

マ イ ナ ス と プ ラ ス の 効果 を同時に 生 む こ とも ，
Finn に

よ っ て 報告さ れ て い る （Hiew 、1992a）。

　2， 媒介要 因 の 検討

　父親 伏 ）不在が 妻 子 に 与 え る 影響の 大 き さ に 差異 を

生 み 出 す要因 の検討 も行 わ れ て い る 。 中で も ， 社会 的

資源 ， 対処 行 動 の 重 要性 を示 唆 し た 研究が 目だ つ 。

Maclntosh （1968） は精神科 の 外来患者 で ，夫 が 不在の

妻 と不 在 で な い 妻 を比較 し た 結果 ， 若 い 妻 ， 海 外生 ま

れ で な い 妻．自我の 発 達が 貧弱な低学歴の 妻 が ．不在

の 影響 を多 く受け て い た 。 類似 の 結 果 は Taylor ら の

海上 妻 の 研究 （1985＞で も見 ら れ る。新婚 で，学齢 前の

子 ど もを持 つ
， 夫 不在 の 経験 の 無 い 妻 は ， 「ヴ ェ テ ラ ン

の 妻」 に 比 べ て，ス ト レ ス フ ル で あ っ た。つ まり，夫

の不在 は
， 夫 の 不在 に 対 す る対処行動 が未発 達 で，自

我資源 や社会 的資源が不足 し ， 社会 的サ ポー ト を得 ら

れ ない 妻 に ，有害な 影響 を与 え て い た。

　妻の対処行動 を主 テ
ー

マ に した検討 も行わ れ て い る。

Boss，　McCubbin ＆ Lester （L979） は ， 企業幹部の 妻が

夫 の 定期 的長期出張 中に と る対 処行動 と して ，企業 の

ラ イ フ ス タ イ ル へ の 適合，自己啓発 ， 自立 の確立 とい

う 3 タ イ プ を 見 い だ し て い る。McCubbin （1979） は，

夫 の 不 在期 間 も仕 事 の 状況 も 異な る 妻 の 対 処 行 動 を

扱 っ た 3 論 文 を検討 して，対処行動 に は，家族の 安定

と 個人 の 不 安の 管理 ， 周囲か ら の社会的 サ ポ ー トの 獲

得 ，ス トレ ッ サ ー
へ の 直接ア タ ッ ク の 3種類 が あ る こ

と ， 採用 さ れ る 対処行 動 は家族 ス トレ ス の 強さ に 応 じ
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て 異な る こ と を報告し て い る
。 子 ど もに と っ て も対処

行動は 車要 な意味 を持 つ
。 Hiew （1992a）に よ れ ば ， 父

親不在 の 子 どもで も，社会的 サ ポ ート を求 め る者は 学

校で の 不適応行 動が少 なか っ た 。

　父親不在 が子 どもの 問題行動 ・ス ト レ ス ・適 応障害

を 生 み 出す 過 程 に 媒介 的に 働 く要因 と し て，両親 の 行

動 や 態度 に 着 目 した研究が み ら れ た。子 どもに 対 す る

両親 の 扱 い 方 ， 特 に 子 ど もの 情緒的ニ ーズ の読み 取 り

方は ， 子 ど もの 適応障害 に 重要な役割を果 た して い た

（Gabower，ユ96e）し， 問題行動 を引き起 こ す子 ど も の 両

親 の夫婦関係や性格 ・行動 に は
一・
定の特徴が 見 られた

（D｛ckerson ＆ Arthur、］965）。ま た Hiew （i992b〕 に よ れ

ば，母親 の社会的サ ポー トや ネ ッ トワ ーク の 大 きさが

子 ど もの 家庭 ・学校 で の 適応 と密接に関連 して い た 。

父親不在 が
一

定の 家族的背景 と結び付 い た場合 ， 子 ど

も に 有害な影響 をもたらす 。 環境へ の能動 的働 きか け

を重視 し， 家族 や成員の 適応 ・幸福の 積極 的追求 を 目

的 とす る 国民性だ か らで あ ろ うか ， 米国で は社会的サ

ポ ート ・社会的 ネ ッ ト ワーク を 含め た 対処行動 の 研 究

が 目だつ 。出 来事の意味付 け ・価値観 を扱 っ た研究 は

見 ら れ な い
。

研 究方法の 概観 と問題点

　 こ こ で は 研究 方法 に 関し て概観す る。

　 測定 上 の 問題

　ス トレ ス ・適応 ・対処行動 な ど と多様 な 概念 が使わ

れて い るが ， 概 念的定義 ・操作的定義を検討 した研究

は少な い
。 稲葉他 q986） は，家族 ス ト レ ス 論 の 立 場 か

ら ， 諸概念 の 操 作的定義 を綿密 に行 っ て い る。鈴木

（19．　87）は，単身赴 任家族 を対象 と し た家族 関係評価尺

度 の作成を 試 み て い る
。 今後 ， 操作的定義 の 検討 が 望

ま れ る。

　研究方法

　わ が 国 の 単身赴任研究 で は ， 単身赴任家族 の 標 準的

な 姿の 記述 と因果関係 の定立 を 目的と して ，質問紙 を

用 い て 数多 くの データ を収集 し，数 量的 に 分析 し て い

る 。 しか し 質問紙 調査 で は 調査 者の想像の 及 ぶ 範囲 内

で 調査 の 枠組 み が作 ら れ る の で，常識 的な結 果 に終始

し が ち で あ る 。 海外で は，精神科医 に よ る面接法 ・
臨

床法に よ る研 究が 多 くみ られ る 。 今後 は面接調査 など

を積極 的 に 活用 して ， 単身赴任家族 に 潜在 す る新 た な

仮説 を見 い だ し て い くと 同時 に
， 病理 的方法 ・事例研

究を用 い て ，如何な る 条件の下で ， 如何な る 過程 を経

て、父親不在が成員の精神的荒廃や家族 の 解体 を生 む

の か ， 明らか に す る 必要 もあ る。

　 統制群 の 利用

　 統制群 を用 い た研究は 多 くな い
。 こ こ で 実験条件 と

は家族分 離あ るい は夫 （父親〕不在で あ る が， こ れ を統

制 し た群 に 関し て は幾つ か の バ ラ エ テ ィ が考 え ら れ る 。

非転勤群 （日本 生産性本部 1984；電機 労連，1984；Nakamura

et　al．19S8；田 中、1993nな ど，， 帯同赴任群 （田 中他 11191；中

澤他，］991；ts　Ti他！1992｝白）1「他，ユ992な ど），単身赴任経験群

　（Nakamura 　et　aL 、19HS） が 見 ら れ る。　 Beckman 　et　al ，

（1979）は 父親の 不在前 の デ
ー

タを統制群 と す る継時的

方法を用 い て い る。

　 さ らに 統制群で は ， 家族 の 意識 や行動 に影響を与え

る と考 え ら れ る実験 条件 以外 の属性，例 えば夫の 年

齢 ・地位．家族 の ラ イ フ ス テ ージ な ど を実験群 と均質

に して お く必要が あ る。理論 的 に は．調査対象 と な っ

た 個 々 の 単身赴任群 に同質の家族分離 の な い 被験者を

指名 して もらい
， 統制群 とす る方法 も考え ら れ る が ，

実践 的に は 可能性 が 低 い 。家族 の ラ イ フ ス テ
ージ に よ

り赴 任形態 の 選択 が異な る こ と も，同質 の統制群の確

保 を困難 に して い る 。 従 っ て ， 分析の段階 で ，属性 の

要因 を コ ン トロ
ー

ル した 分析 を行う 必要 が あ る が
， そ

の よ うな研究 は現在少 な い 。

　 調査対象 へ の ア クセ ス

　単身赴任研 究の 大 きな問題 は ， 該 当者 へ の ア クセ ス

が 困難な こ と で あ る 。 多 くの研究で は，企 業 を通 して

調査 対象 を得て い る。 こ の 方 法 で は調査対象が ま と

ま っ て得 られ ， 回収率 も高 く， 企業の転勤管理 の 影響

を コ ン トロ
ー

ル 出来る な ど長所 も多 い が ，企業に よ る

強制 と読み 取 っ て 反発 した り， 企 業が 期待 し そ うな回

答を し て くる対 象者 もで て くる 。 少数だ が．知人 や 友

人 を通 じて デ ータ を収集す る例 もあ る 。 そ れ だ け単身

赴任が 身近に 広が っ て い る証拠で あろ う。

　田 Il】他 （199．・1），中澤他 （1991 ） は新聞紙 上 で調査対 象

を募集す る 方法で ， 8 割の 回収率 を得て い る 。 海外 の

杜会学や 心理 学 の 文献 で は こ の よ うな 方法 が 散見 で き

る 。 しか し こ う し た被調査者は，調査 へ の 協 力 に 強 い

意 欲 を もっ た ， 不適応度 の 少な い 層 の 可能性が ある の

で ， 対象の偏 りを考慮 した考 察 が必 要 と な る。田 中

〔1993a 、1993b）は労働組合を通 し て 調 査を行 い
， 6割弱

の 回収率 を得て い る。該当者 の 多 くが管理 職で あ る た

め ， 企業を 通 し た 場合 に 比 べ て低 くな っ て い る の で あ

ろ う。
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今後の課題

　実施さ れ た調査 の割 に は ， 定立 され た法則 や理論 は

ご く少な く，似 た よ うな調査項 目で ， 問題 意識や検証

す べ き仮説が不明瞭 な調査 ・論文 が 多 い 。また，家族

へ の 影響研究で は ， 統制群 の利用 と年齢 ・地位 ・性別

な ど の 影 響要因を統制 し た 分析 に よ っ て，家族分離 ・

父親 〔夫）不在の 影響 を取 り出す必要が あ る が ， そ の よ

うな条件 を備 えた調査 ・研 究 も少 な い 。 批判 ・検討 に

耐え う る多方向か らの 調査 ・研究 を蓄積 して い くこ と

が ，現段階の 最 も重要 な課題で ある 。

　研究方法上 の 課題 に つ い て は前述 した 。 また，田中

（1992）が 6 つ の 方法論上 の 問題点 と 5 つ の 課題 を指摘

して い る の で
，

こ こ で は次 の 4 つ の 課題 を指摘す る に

止 め る 。

　理論 的 モ デ ル の 適用

　全体 的 に 理論 的方向性 を持 っ た研究が 少な い
。 家族

心理 的ア プ ロ ーチ で は McCubbin の 二 重 ABCX モ デ

ル を適用 した研 究 が 見 られ る。認知論的立場か ら 心 理

的 ス トレ ス に ア プ ロ ーチ し て い る Lazarus ＆ Folk−

rnan 　（1984 ）の 理 論 モ デ ル も，成員 へ の 影響研 究 に は有

効 で あ ろ う。

　経時的変化の 研究

　単身赴任 の 影 響 は，分離期間だ け の
一

時的問題 で は

な い 。軍人 家族 の 研究 に は，家族分離中 と再統合の段

階で 発生す る問題が 異 な る と い う指摘 もあ る。 我 国で

も，転勤命令の 発令時 期 が 不確実な た め ， 受験生 を持

つ 親 は発 令前か らス トレ ス フ ル に な っ て い る し，子 ど

もの育ち 上 が っ た 高年の夫婦で は む し ろ再統合期に 問

題 が 発 生す る，あ る い は 顕在化す る こ と も予想 さ れ る 。

従 っ て ， 縦断研究や ， 単身赴任前や再統合後 の 段 階 に

ある家族 を対象 と し た 横断研究が必要で あ る 。

　比較文化的研究

　 Lazarus　et ，　aL （1984） に よれば ， 大 きな出来事 が ス

ト レ ッ サ ーと し て働 くの は ， そ れ が 日常生活の パ タ
ー

ン や習 慣 を大 き く変え る場 合 で あ る と い う。 父親 伏 ｝

不在が 目常化 し ， 夫婦 関係 よ りも親 子関係 が ， 父子関

係 よ P も母 子関係が 重視 さ れ て き た我国の勤労者家族

で は，欧米 の
一時的父 親 （夫）不在 と比 べ て 単身赴任 に

よ る 影響 は小 さ い と考 えられ る。また，ア ジ ア 諸 国 に

お い て も文化的背景が 異な る た め ， 父親 （夫 ）不在の 影

fi

不在 家族 研 究 の 統合 化 に 関 して は，次 の 文献 参照。　CRescnfe】d，
　J、M ．＆ Rosenstein、E．　 1973　Towards 　a 　conceptual 　f］

．
ame ・

　work 　for　the　study 　of 　parent−absent 　familier■．　ノournai αr

　Martiage　 an ゴ 疏 召 Family，131 ．135．）

響 は異な っ た現れ 方 をす る と考え られ る 。 こ の よ うな

文 化 的背景 との 関連 で ，家族分離 ・父親不在 の 問題 を

検 討 して い く必要が あ る 。 比較研究の 際に は ， 「職業上

の 理 由 に よる
一一

時的家 族分離 ・父親 （夫 ）不在 」 に まで

広 げ，通文化的な側面に 焦点を 当て て考え る必要が あ

ろ う。 そ の 際 に は， 人 事管理 ・社会学 な ど の 異領域 の

研 究者 の 協力が 必要 とな る 。

　 1991年 ，
1992年 に は，日本 心理学 会大会で ワ ーキ ン

ググ ル
ープ f単身赴任 をめ ぐる 心理学的諸 問題 」 債 任

者 ・司 会者 ：祐 宗省 三 ） が 持た れ た 。 ま た 1992年に 開催 さ

れ た 第 25回 国 際 心 理 学 会 で は祐 宗 の 提 起 で，

Themantic 　session 　87
‘‘
Work 　relocation 　and 　impact

in　the　family
”

が もたれ， 5 か 国 7名の 発表が あ っ た 。

今後 こ の よ うな 異分野間 ， 異文化 間 の 交流 の 中 で ，家

族 分離 ・父親不在 の 問題が検討 さ れ る必要 もあ る 。

　分離家族の 理論 化

　 職業 Lの 理由に よ る
一

時的不在家族 ・分離家族 に も

多様 な形 態 が あ る。こ こ で は家族 に よ る選択性の 強い

単身赴任 を前提 と した が
， 家族分 離 が 前提 条件 と な る

職業 もあ る 。 ま た PKO や 文民警察官の よ う に 命令の

発令は 不確 実で ，一度命令が 下 りれ ば家族分離 は強制

的で ， 赴 任地 は危険性が 高い とい っ た例 もある。今後

単身赴任研究 を広げ，分離家族 ・不在家族 の 理論化を

進 め て い く必要 が あ る ％
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